※法令等の遵守、人権の保護、知的財産取扱への対応について、各項目の該当／非該当を選択し、該当の場合はその内容と対策について適宜、貴機関担当者に確認の上、記入してください。（「日本側応募者への応募にあたっての注意事項」のP4を参照ください）
	法令等の遵守、人権の保護、知的財産取扱への対応　（ 研究代表者　記入用チェックリスト ）　

	（１）安全保障貿易管理に対する取組を必要とする研究　

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（非該当の場合は判断理由を、該当する場合その内容と対策を、簡潔に記入のこと。）


	（２）生物遺伝資源等利用に伴う各種規制に対応する必要がある研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（非該当の場合は判断理由を、該当する場合、その内容と対策を簡潔に記入のこと。詳細は次項の詳細Aに記入する。）


	（３）生命倫理及び安全対策に対する取組を必要とする研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（非該当の場合は判断理由を、該当する場合その内容と対策を簡潔に記入のこと。詳細は次項の詳細Aに記入する。）


	（４）人権及び利益の保護の取扱いに対応する必要がある研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（非該当の場合は判断理由を、該当する場合その内容と対策を簡潔に記入のこと。）


	（４－１）個人情報の取り扱いの配慮を必要とする研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（非該当の場合は判断理由を、該当する場合その内容と対策を簡潔に記入のこと。）


	（５）社会的・倫理的配慮を必要とする研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（非該当の場合は判断理由を、該当する場合その内容と対策を簡潔に記入のこと。）


	（６）知的財産等の取扱に対する配慮が必要な研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（非該当の場合は判断理由を、該当する場合その内容と対策を簡潔に記入のこと。詳細は次項の詳細Bに記入する。）



	〔詳細A〕
遺伝資源などの取扱いについての検討状況

※相手国の研究機関、研究者との協議、許可申請、手続き状況を含めてご記載ください。


	＜研究用試料（遺伝資源を含む）の国内外への持ち込み、持ち出しの有無＞
－－－－－
＜上記で”有り”の場合、生物の多様性に関する条約の遺伝資源の取得の機会及びその利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分（ABS）に関する名古屋議定書（略称「名古屋議定書」への対応状況＞

－－－－－

＜海外から国内に生物試料を取り寄せる場合、病原性を有する生物試料を取り寄せるなど植物防疫法等への対応状況＞

－－－－－

＜日本国内において、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カルタヘナ法）への対応状況、第一種使用、第二種使用、所属機関の承認状況、大臣確認実験に該当もしくは非該当など＞

－－－－－



	〔詳細B〕
MTA、知的財産等の取扱いについての検討状況

※相手国の研究機関、研究者との協議、契約、手続き状況をご記載ください。

	＜知的財産権、秘密保持契約、MTA （Material Transfer Agreement（物質移動合意書）などに関する取り扱い＞
－－－－－



上記のとおり相違ありません。
平成　　年　　　月　　　　日   
（所属機関名）　　　　　　　　　　
（所属部署）　　　　　　　　　（役職名）
（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 

平成　年　月　日
確認書　
国立研究開発法人科学技術振興機構　御中
                                    　　    （研究代表機関）
                                     　      機関名
                                     
   機関長名          　　公印
戦略的国際科学技術共同研究推進事業 戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）に提案する下記の研究提案が採択された場合、研究実施にあたり、安全保障貿易管理上の取組、生物遺伝資源等に関する規制への対応、個人情報の取扱、生命倫理・安全対策などについて想定されるリスクの評価と法令上必要な手続きを履践することに加え、必要に応じて機関内等の倫理委員会を開催して承認を得ることを研究機関の責任として確認します。またそれらのための適正な管理を行う環境や体制を整えます。
記
○提案課題名　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
○研究代表者　　　　　所属部署　　　　　　　　

役　　職
氏　　名　

安全保障貿易管理上の取組、生物遺伝資源等に関する規制への対応、個人情報の取扱、生命倫理・安全対策などについて想定されるリスクの評価と法令上必要な手続きを履践することに加え、必要に応じて学内等の倫理委員会を開催し承認を得る旨の確認書を、申請書とともにJSTに提出してください。やむをえない事情などにより、確認書の提出が公募締切に間に合わないと見込まれる場合は、事前に� HYPERLINK "mailto:jointuk@jst.go.jp" �concert@jst.go.jp�までお問い合わせください。








